
人
人
％
人
人
％

決算額
4,986,488

393,574 ×
9,424 ×

15,493 ×
25,731 ×

396,629 構成比 ×
226,792 1.3 ×

- 34.6 ×
93,490 2.7 ×

- 7.1 ×
10,295 44.2 ×

6,681,146 44.1 ×
6,115,299 2.1 〇

475,044 8.0 ×
90,803 - ×

12,839,062 - ×
9,131 100.0 ×

122,376
149,033 -
22,573 -

2,288,493 - × 〇
- - × 〇

1,470,418 - 〇 ×
30,008 - × 〇
1,933 - ○ ×

200,424 100.0 × ×
2,904,399 × ×

580,769
1,938,566

0
986,766

22,557,185

3,392,796
1,948,303
2,826,480
1,417,082
1,417,082

-
7,636,358
2,275,054

121,089
2,803,312
1,728,620
2,781,431
1,906,217

42,079
-

3,575,956 千円
71,643

2,367,536

純固定資産税 95.7 85.0歳 出 合 計 21,141,496 100.0 15,100,818 16,516,507 千円
歳入一般財源等 後期高齢 599,396 計

保 険 給 付 費 246
介　 護 475,591

合 計 96.8 89.0
国 庫 支 出 金 92 現

年
市町村民税 97.2 91.5

0
保険税（料）収入額 86

失 業 対 策 事 業 費 - - - 国　 保 630,674 徴
収
率

-
災 害 復 旧 事 業 費 1,208,420 5.7 115,096 農集排水 305,591

被保険者
１人当たり

土地開発基金現在高
（減税補てん債,臨時
財政対策債除く）

公共下水 765,929 被 保 険 者 数 （ 人 ） 14,960 収 益 事 業 収 入
7,989

単 独 1,808,427 8.6 835,915 92.8 ％

-

うち 補 助 514,657 2.4 42,473 86.0 ％ 工　水

196,119
普 通 建 設 事 業 費 11.1 890,140 経 常 収 支 比 率 上水道 76,815 再 差 引 収 支 120,921 実 質 的 な も の

-

内
　
　
訳

う ち 人 件 費 0.3 71,643 公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合　計 2,853,996 事

業

会

計

の

状

況

国

民

健

康

保

険

実 質 収 支

-
投 資 的 経 費 16.8 1,005,236 11,424,393 歳 出 合 計 21,141,496 100.0 2,367,536 15,100,818

（
支

出

予

定

額

）

債

務

負

担

行

為

額

物 件 等 購 入
保 証 ・ 補 償

512,380 そ の 他

加 入 世 帯 数 （ 世 帯 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金 - - 経常経費充当一般財源等計
- - - - う ち 政 府 資 金 11,564,238投資・出資金・貸付金 0.2 16,555 15,255 0.1 前年度繰上充
- - - - 地 方 債 現 在 高 18,669,021積 立 金 9.0 1,704,500 - - 諸 支 出 金

1,417,082 6.7 - 1,352,160 特 定 目 的 8,139,257繰 出 金 13.2 2,598,621 2,328,822 17.5 公 債 費
1,208,420 5.7 - 115,096 減 債 1,799,090うち一部組合負担金 8.2 1,725,780 1,647,436 12.4 災 害 復 旧 費

12.3 655,785 1,898,070
積立金
現在高

財 調 3,122,404
936,247

補 助 費 等 13.3 2,667,293 2,240,583 16.9 教 育 費 2,607,892

7.6
維 持 補 修 費 0.6 101,074 97,183 0.7 消 防 費 1,006,729 4.8 58,433

土 木 費 2,372,724 11.2 1,028,357 1,497,487 実 質 公 債 費 比 率
0.6 344 109,230 公 債 費 負 担 比 率 8.2

物 件 費 10.8 1,600,475 1,406,159 10.6

789,766 経常一般財源等比率 91.9
（ 義 務 的 経 費 計 ） 36.1 5,407,064 5,336,391 40.1 商 工 費 124,639

6.1
一 時 借 入 金 利 子 - - - - 農林水産業費 1,114,768 5.3 161,627

労 働 費 400 0.0 0 0 実 質 収 支 比 率内
訳

元 利 償 還 金 6.7 1,352,160 1,345,927 10.1
1,466,348 6.9 95,220 1,365,908 財 政 力 指 数23～ 25 0.539公 債 費 6.7 1,352,160 1,345,927 10.1 衛 生 費
5,419,118 25.7 10,691 3,062,299 標 準 財 政 規 模 13,393,226扶 助 費 13.4 811,822 810,308 6.1 民 生 費
4,187,405 19.8 357,079 3,758,584 標準税収入額等 6,291,161う ち 職 員 給 9.2 1,850,670 - 総 務 費

215,971 1.0 0 215,971 基準財政需要額 9,040,741

Ａの充当一般財源等
㉕
年
度

基準財政収入額 4,937,522
人 件 費 16.0 3,243,082 3,180,156 23.9 議 会 費

経常経費充当一般財源等 経常収支比率 区　　　分 決 算 額 Ａ 構成比 Ａのうち普通建設事業費

性 質 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 目 的 別 歳 出 の 状 況 （単位千円・％） 区 分 （単位千円・％）
区　　　　　　分 決算額 構成比 充当一般財源等

歳 入 合 計 100.0 12,305,109 100.0 将来負担比率 13.5

うち臨時財政対策債 4.4 - - 実質公債費比率 7.6
健 全 化
判断比率

実質赤字比率 -
うち減税補てん債 0.0 - - 連結実質赤字 -

地 方 債 8.6 - -

H19.4.1 3,600
諸 収 入 2.6 884 0.0

伝 染 病 そ の 他 議 会 議 員 22
中 学 校 議会副議長 1 H19.4.1 3,800

繰 越 金 12.9 -

H19.4.1 4,200
繰 入 金 0.9 - - 合　　　　計 4,986,488 - 老 人 福 祉

- - 税 務 事 務 小 学 校 議 会 議 長 1
常 備 消 防 教 育 長 1 H17.3.22 6,400

寄 附 金 0.0 - - 水 利 地 益 税 等

-
財 産 収 入 0.1 8,466 0.1 都 市 計 画 税 - - 事務機共同

- - 退 職 手 当 火 葬 場 収 入 役
ご み 処 理 副 市 長 1 H17.3.22 6,800

都 道 府 県 支 出 金 6.5 - - 事 業 所 税

7,800
国 有 提 供 交 付 金 - - - 内

　
訳

入 湯 税 - - 非常勤公務災害

- 議員公務災害 し 尿 処 理 市区町村長 1 H17.7.1国 庫 支 出 金 10.2 - - 目 的 税 -
手 数 料 0.1 - - 旧 法 に よ る 税 -

-
一部事務組合加入の状況 特別職等 定数 適用開始年月日 １人当たり平均給料

- （報酬）月額（百円）
使 用 料 0.7 13,413 0.1 法 定 外 普 通 税 -

3,077
分 担 金 ・ 負 担 金 0.5 - -

4,986,488
合　　計 370 1,138,606

指数表選定 臨 時 職 員- -
交通安全対策特別交付金 0.0 9,131 0.1 （ 法 定 普 通 税 計 ） - 財 源 超 過

財 政 再 建 消 防 職 員
（ 一 般 財 源 計 ） 56.9 12,273,215 99.7 特 別 土 地 保 有 税

特定農山村 教 育 公 務 員 3,031
震災復興特別 0.4 - 鉱 産 税 - -
特 別 2.1 - 市 町 村 た ば こ 税 399,334
普 通 27.1 6,115,299 49.7 軽 自 動 車 税 102,350

1,035,552
31 77,686
34 103,054

3,082
2,506

2,201,222 - 中 部
一
般
職
員
等

一 般 職 員 336
- 市 町 村 圏 うち技能労務員
-

近 畿 区　　分 職員数（人） 給料月額（百円） １人当たり平均給料月額（百円）

地 方 交 付 税 29.6 6,115,299 49.7 うち純固定資産税
地 方 特 例 交 付 金 0.1 10,295 0.1 固 定 資 産 税 2,204,736 -

実 質 単 年 度 収 支 △ 229,655 1,181,143
軽 油 取 引 税 交 付 金 - - - 法 人 税 割 352,511 -

積 立 金 取 崩 し 額
自動車取得税交付金 0.4 93,490 0.8 法 人 均 等 割 134,801 -

繰 上 償 還 金 6,232
特別地方消費税交付 - - - 所 得 割 1,729,814 -

1,000,460 490
ゴルフ場利用税交付金 1.0 226,792 1.8 市

町
村
民
税

個 人 均 等 割 62,942 -

1,180,653
地 方 消 費 税 交 付 金 1.8 396,629 3.2 区 分 徴 収 済 額 超過課税分 山 振 積 立 金

実 質 収 支 815,878 2,052,225
株式等譲渡所得割交付金 0.1 25,731 0.2 産 炭 単 年 度 収 支 △ 1,236,347

翌年度へ繰越すべき財源 599,811 852,174
配 当 割 交 付 金 0.1 15,493 0.1

市 町 村 税 の 状 況 （単位千円・％） 低 開 発

歳 入 歳 出 差 引 1,415,689 2,904,399
利 子 割 交 付 金 0.0 9,424 0.1 58.2 55.0 15,043

20,987,867
地 方 譲 与 税 1.7 393,574 3.2

第 ３ 次
11,876 13,105 17年国調世帯数 新 産

歳 入 総 額 22,557,185 23,892,266
地 方 税 22.1 4,986,488 40.5 14,809 歳 出 総 額 21,141,496

34.0 35.9 22年国調世帯数 指定団体等
の指定状況 収

支

状

況

工 特

離 島
過 疎
半 島
首 都

平成24年度（千円）
歳 入 の 状 況 （単位千円・％）

第 ２ 次
6,950 8,554

区　　　　　　　分 構成比 経常一般財源等 構成比

205.78
増 減 率 △ 1.9 人口密度（人） 228

区 分

茨 城 県 稲 敷 市

平成25年度（千円）

2,165
25. 3. 31 45,544 7.8 9.1 面積（ｋ㎡）

地方交付税種地
増 減 率 △ 5.6 区 分 ２ ２ 年 国 調

Ⅱ－２
決   算   状   況

住台
民帳
基人
本口

26. 3. 31 44,690
第 １ 次

1,596

平 成 ２５年 度
人

口
-

１ ７ 年 国 調 17年国調（人） -

都道府県名 ０８ 団体名 ２２９５ 市町村類型 Ⅰ－１22 年 国 調 46,895
産 業 構 造

人口集中地区人口

17 年 国 調 49,689 22年国調（人）


